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事  業  報  告

２０２３年４月 １日から

２０２４年３月３１日まで

１．会社の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果ならびに対処すべき課題

当期のわが国経済は、新型コロナウィルス感染症（以下、「コロナ」という。）の感染症法上

の分類が5類へ移行し、企業業績やインバウンド需要は回復基調にあるものの、依然として物価

上昇が続き、個人消費は力強さを欠いたまま推移しました。

このような中、当社は、中期経営計画（2022～2024 年度）で掲げる 4 つの重点課題「不動  

産賃貸事業者としての競争力強化」、「安心安全で快適な空間づくり」、「多様な集客機能の構築

と強化」、「未来社会に向けた持続可能な経営」に取り組んでまいりました。

オフィス事業につきましては、前年度まで売上高に大きく貢献していたコロナ関連コールセ

ンターの契約が終了しましたが、長年空室となっておりましたオズ棟北館4階への新規入居に加

え、万博関連の需要を取り込むことで好調に推移しました。また、新規入居や増床で空室が減

少したため区画改修等により賃貸床を捻出することで、更なる入居に繋げることが出来ました。

これらの結果、当事業の業績は、売上高 27 億 47 百万円（前期比 2.6％減）、営業利益 26 億  

94 百万円（同 1.9％増）となりました。

商業事業につきましては、館内店舗とウミエール広場を一体化させた「ＢＢＱスタジアム  

＆カフェ」（オズ棟南館 2階）と「ＩＣＨＩＪＯ－Ｌａｂ Ａｎｎｅｘ」（ＩＴＭ棟 2 階）が 6 月

に開業し、収益への貢献はもとより賑わいの創出にも寄与しました。これらの結果、当事業の

業績は、売上高 4億 35百万円（前期比 14.7％増）、営業利益 3億 68百万円（同 18.7％増）とな

りました。

ホール事業につきましては、ギャラリーやイベントスペースを有効に活用し、「ブルーロッ  

ク展」等のコンテンツ系展覧会を誘致するとともに、貸館による催事も順調に獲得することが

出来ました。これらの結果、当事業の業績は、売上高 9 億 28 百万円（前期比 20.5％増）、営業

利益 4億 91 百万円（同 26.2％増）となりました。

公共サービス事業につきましては、イベント・セミナーをコロナ下でのオンライン開催か  

ら会場開催に切り替え実施しました。また、万博ゾーンの新設に加え、ＴＥＡＭ ＥＸＰＯ  

自然・環境セッションの立ち上げや万博カウントダウン企画の実施、エコプラザに開設した

「エキスポット」（建設工事が進む夢洲の万博会場を一望できるコーナー）を活用した団体見学

の誘致などで、展示場の活性化を図りました。これらの結果、当事業の業績は、売上高 9 億  

82 百万円（前期比 1.4％減）、営業利益 6億 65 百万円（同 8.2％減）となりました。

広報企画部門につきましては、来館動機につながる自主催事や新店舗等の告知をＳＮＳ等  

により発信しました。また、ＡＴＣファン獲得のため、音楽、ダンス、コスプレ等のサブカル

チャーにも積極的に取り組み、賑わいの創出に努めました。

ビルマネジメント部門につきましては、3 年にわたる専有部照明ＬＥＤ化工事の第 2 期工事を

実施しました。次年度計画分の工期を一部前倒しで全体の約9割が完了し、併せて共用部照明の

ＬＥＤ化未実施個所も施工するなど、電気料金高騰リスクの軽減に努めました。また、経年劣

化が認められた空調冷温水の配管ヘッダーバルブを更新したほか、災害対応力の強化を図るべ
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く、エレベーター内に防災キャビネットを設置しました。他方、時間貸駐車場料金の改定等を

実施し、売上高の増加に努めました。

全社的な活動としては、4月に万博関連イベント「ＡＴＣ ＯＳＡＫＡ ＭＩＲＡＩ ＥＸＰＯ」

を開催し、万博の機運醸成に向けた取り組みを行いました。また、環境経営の面では専有部の

照明ＬＥＤ化、排出ゴミの分別やトイレの節水等、環境マネジメントシステム「エコアクショ

ン 21」に基づく取り組みを推進しました。

これらの結果、全社の業績は、売上高 62 億 59 百万円（前期比 5.1％増）、営業利益 16 億  

91 百万円（同 8.9％増）、経常利益 16 億 55 百万円（同 13.8％増）、当期純利益 12 億 40 百万円

（同 15.1％増）となりました。なお、来館者数につきましては、627 万人（同 13.7％増）とな

りました。

2024 年度においては、資源・エネルギー価格、物価の動向など、依然として先行き不透明な

状況が続くことが予想されます。そのような中、当社事業におきましては、中期経営計画の最

終年度として、引き続き大阪・関西万博の関連需要の更なる獲得に努めるとともに、ＡＴＣホ

ールの特定天井脱落対策工事等を着実に実施してまいります。

オフィス事業では、万博パビリオン関連の工事事務所や運営受託会社などを中心に誘致活動

を進めてまいります。また、ＩＴＭ棟4階西側区画など未稼働区画の商品化についても引き続き

取り組んでまいります。

商業事業では、課題であるオズ棟南館の活性化を更に進めるため、ウミエール広場のクリス

タルルームを改修するなど、広場全体の賑わいと集客向上に努め、空室のテナント誘致に取り

組んでまいります。

ホール事業では、特定天井脱落対策工事の実施に伴い、ＡＴＣホールを7月末日から約4か月

間休館しますが、ギャラリー、イベントスペースなど他のスペースを効果的に使いながら、貸

館需要の獲得や自主催事の開催に努めてまいります。また、工事完了後の再開に向け、更なる

営業の強化を図る所存です。

公共サービス事業では、万博開催 1年前を機に、ＴＥＡＭ ＥＸＰＯをこれまでの自然・環境

セッションに、ヘルスケア・クリエイティブ・グローバルを加えた 4セッションへと拡大し、

3か月毎に催事を開催するなど、万博の機運醸成とビジネスマッチングを促進します。また、

ゾーンリニューアルによる展示場の魅力向上、ＭＩＣＥや実証実験場の提供等により、出展者

数の増加に努めます。あわせて、地域連携の取り組みにおいても、前年度から実施しておりま

す咲洲プレ万博を発展させてまいります。

広報企画部門では、プロモーションライブの誘致やサブカルチャー関連の取り組みを一層進

めるなど、他施設にない魅力づくりに注力します。また、当館で開催される万博関連イベント

や開業 30 周年関連情報を館内デジタルサイネージ等で発信するなど、タイムリーな情報提供に

努めてまいります。

ビルマネジメント部門では、ホールの特定天井脱落対策工事による休館に際し、営業中では

困難な空調機やエスカレーター等の設備更新を実施してまいります。また、前年度に引き続き

専有部の照明ＬＥＤ化やトイレ改修のほか、有効期限を迎える全館の電力計を更新いたします。

このほか、万博後を見据え、次代を担う人材の育成や健康経営優良法人の認定取得等、会社

組織の活性化を図るとともに、引き続き環境経営を推進しつつ、中期経営計画の着実な遂行に

尽力してまいります。
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（２）設備投資及び資金調達の状況

当事業年度は、照明ＬＥＤ化工事やトイレ改修工事、屋外駐車場拡張工事等に 6 億 30 百万円

を支出しました。

資金調達については、当事業年度に特筆すべき事項はありません。

（３）直近３事業年度の財産及び損益の状況

                                   （単位：千円）

期 別

区 分

第 32 期 第 33 期 第 34 期 第 35 期(当期)

(2021年3月期) (2022年3月期) (2023年3月期) (2024年3月期)

売 上 高       5,075,354       5,857,676       5,954,739       6,259,918

経 常 利 益       1,229,302       1,557,844       1,455,305       1,655,975

当期純利益       1,053,095       1,177,596     1,077,908     1,240,812

１株当たり当期純利益           26銭            29銭            27銭             31銭  

総 資 産      28,616,854      29,153,714      29,216,184      30,227,733

純 資 産    ▲10,208,141    ▲9,030,544   ▲7,952,636    ▲6,711,823

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しています。

   

（４）主要な事業内容

     ・不動産の賃貸及び管理

  ・国際卸売施設及び物流施設の運営管理

  ・各種催物、展示会の企画及び開催 等

（５）事 業 所

本社  大阪市住之江区南港北２丁目１番１０号

（６）使用人の状況

使 用 人 数 前期比増減 平均年齢 平均勤続年数

42名 1名増 49歳 15年

（７）主要な借入先

借 入 先 借 入 額

大 阪 市   15,620百万円

株式会社日本政策投資銀行   2,909百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行    2,678百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行    1,308百万円

大 阪 市 農 業 協 同 組 合 1,176百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行    866百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行    649百万円
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２．会社の株式に関する事項（２０２４年３月３１日現在）

（１）発行可能株式総数  普通株式 4,000,470,000 株

（２）発行済株式総数  普通株式 4,000,442,225 株 （うち自己株式 86,200 株）

（３）株 主 数 40 名

（４）大 株 主（発行済株式の総数の１０分の１以上の数の株式を保有する株主）

株 主 名 持 株 数 出資比率

大 阪 市 4,000,150,000株   99.99％

３．会社役員に関する事項

（１）取締役及び監査役の状況（２０２４年３月３１日現在）

地  位 氏  名 担当、他の法人等の代表状況及び重要な兼務状況

代表取締役社長 木 村 ＿ 繁

専 務 取 締 役 伊 東 一 哉

取 締 役 森 山 文 子 大阪市経済戦略局 立地交流推進部長

〃 丸 山 直 子 関西電力株式会社 理事 ソリューション本部副本部長

〃 田 中 雅 人 大阪瓦斯株式会社 副理事 大阪・北部地区総括支配人

〃 石 原 俊 彦 関西学院大学専門職大学院 教授

常 勤 監 査 役 有 村 祥 一 日本政策投資銀行 都市開発部

監 査 役 高 坂 佳 郁 子 弁護士法人色川法律事務所 社員弁護士

   ※取締役のうち森山文子氏、丸山直子氏、田中雅人氏、石原俊彦氏の4氏は社外取締役です。

当該事業年度中の取締役、監査役の異動は次のとおりであります。

①就 任

２０２３年６月２７日開催の定時株主総会において、森山文子氏、丸山直子氏

が取締役に選任されました。

２０２３年６月２７日開催の定時株主総会において、有村祥一氏が監査役に選

任されました。

②退 任

取締役の南部博之氏は２０２３年６月２７日開催の定時株主総会をもって退任

いたしました。

（２）取締役及び監査役報酬等の額

                                （単位：千円）

取 締 役 監 査 役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額

名 千円 名 千円 名 千円

3 19,481      2 5,640 5 25,121
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４．会計監査人の状況

（１）会計監査人の名称

        有限責任 あずさ監査法人

５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンスに係るものとして、「ＡＴＣ企業行動基準」を定めておりますが、同基準

に則った管理体制を構築していくものとします。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行状況を確認できるよう文書管理規程に従い職務の執行に係る情報を文書

または電磁情報により電磁的に記録し保存しております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

社内にリスクマネジメント担当部門を設置し、会社リスクに関する教育及び管理体制の整

備に努めてまいります。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制   

社内規程に基づく、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が

行われる体制をとっております。

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項

補助すべき使用人については専任の組織は設置しないが、総務、経理の各部署の社員各1名
に「監査役事務局」の業務を委嘱・兼務し監査役の職務を補助するものとします。

⑥前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項および前号の使用人に対する監査役の指

示の実効性の確保に関する事項

前号の「監査役事務局」兼任社員の職務執行について取締役の指揮命令からの独立性及び

監査役からの指示の実効性が確保されるよう適切に対応するものとします。また当該社員

の人事異動や懲戒を行うときは予め監査役に報告し、協議するものとします。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

当社において、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実が発生もしくは発生する可能性

が生じた場合、または不正行為や法令・定款に違反する重大な事実が発生もしくは発生す

る可能性が生じた場合には、取締役及び社員は直ちに監査役に報告するものとします。

⑧前号の報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制

監査役に報告を行ったことを理由として、当該報告者が不利益な取扱いを受けないよう

「内部通報規程」に基づき、当該報告者を適切に保護します。

⑨監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について当社に対し費用の前払等を請求したときには、請求に係

る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを会社が証明した場合を除

き、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

常勤監査役は重要事項を審議する「経営会議」への参加と全ての稟議決裁書に対する事後

閲覧の継続を行うものとします。

また会計監査人から会計監査に関する説明を受けるとともに意見交換を行うなど提携を図
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ります。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①コンプライアンスについて

「ＡＴＣ企業行動基準」を遵守し、コンプライアンス規程および内部通報規程について全

社員へ周知をはかり、規程に基づき適切に運用しております。また、コンプライアンス委

員会を定期的に開催しております。

②取締役の職務執行について

当事業年度において取締役会を5回開催しております。また、経営会議を月2回開催し経営

に関する重要な事項を審議し、合議の上、決定しております。併せて、予算進捗会議を月 1

回開催し、各部門の月次予算に対する進捗状況および次月以降の取り組みについて確認し

ており、取締役および使用人は法令および定款に適合した職務執行をしております。

③監査役の職務執行について

当事業年度において、監査役協議を6回開催し、法令・定款・社内規程に基づきコンプライ

アンスに留意し、適正かつ最小限のリスクで業務が執行されているかを監査しております。

社長・取締役・監査役間で経営方針や事業遂行について意見交換を行うとともに、取締役

会・経営会議・予算進捗会議等に出席し取締役の職務執行について適正な監査体制を整え

ております。

また、会計監査人との情報交換に努め相互連携により監査の実効性をはかっております。

④内部監査について

内部監査規程に基づき各部門の業務活動が、法令・定款・社内規程に準拠して適正に運営

されているか監査し、代表取締役に報告するとともに監査役と情報共有しております。
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貸 借 対 照 表
（２０２４年３月３１日現在）

                  （単位：千円）

科  目 金  額 科  目 金  額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 9,577,658 流 動 負 債 3,314,985

現 金 及 び 預 金   9,329,180 1年内返済予定の長期借入金 1,562,616

売 掛 金 159,694 リ ー ス 債 務 4,503

未 収 入 金 16,043 未 払 金 915,133

  未 収 収 益 27,255 未 払 費 用 35,088

貯 蔵 品 3,993 未 払 法 人 税 等 184,393

前 払 費 用 14,889 未 払 消 費 税 等 112,200

立 替 金 1,702 未 払 事 業 所 税 5,212

その他の流動資産 25,022 前 受 金 242,174

貸 倒 引 当 金 ▲124 預 り 金 221,914

賞 与 引 当 金 31,748

固 定 資 産 20,650,075

  有形固定資産 19,815,658 固 定 負 債 33,624,571

  建 物 12,322,965 長 期 借 入 金 27,054,544

  構 築 物 156,589 リ ー ス 債 務 4,503

  機械及び装置 57,402 預 り 保 証 金 6,368,069

  車両及び運搬具 550 退職給付引当金 191,410

器具及び備品 74,583 その他の固定負債 6,044

  土   地 7,182,462

  建 設 仮 勘 定 21,104

負 債 合 計 36,939,557

無形固定資産 12,612 （純資産の部）

  商 標 権 305 株 主 資 本 ▲6,711,823

  電 話 加 入 権 191 資 本 金 100,000

  ソフトウェア 12,116 利 益 剰 余 金     ▲6,811,823

その他利益剰余金 ▲6,811,823

投資その他の資産 821,804 繰越利益剰余金 ▲6,811,823

出  資  金 101

長期前払費用 21,013

  繰延税金資産 800,670

  差 入 保 証 金 20

純 資 産 合 計 ▲6,711,823

資 産 合 計 30,227,733 負債・純資産合計 30,227,733



- 8 -

損益計算書
２０２３年４月 １日から
２０２４年３月３１日まで

                           （単位：千円）  
科      目 金     額

   売 上 高 6,259,918

営 業 原 価

     

3,809,201    

売 上 総 利 益 2,450,717

販売費及び一般管理費         759,334     

営 業 利 益      1,691,382

営 業 外 収 益

  受取利息及び配当金   1,663

  補 助 金 収 入 14,751       

  その他の営業外収益      42,622 59,037   

営 業 外 費 用

  支 払 利 息        79,332

  その他の営業外費用     15,111      94,444

経 常 利 益     1,655,975

特 別 損 失

  固 定 資 産 除 却 損     115,826 115,826   

税 引 前 当 期 純 利 益 1,540,149    

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

288,891

10,445

           

299,336

当 期 純 利 益 1,240,812

株主資本等変動計算書
２０２３年４月 １日から
２０２４年３月３１日まで

                          （単位：千円）

株主資本

純資産合計

資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 ▲8,052,636 ▲8,052,636 ▲7,952,636 ▲7,952,636

当期変動額

当期純利益 1,240,812 1,240,812 1,240,812 1,240,812

当期変動額合計       ― 1,240,812 1,240,812 1,240,812 1,240,812

当期末残高 100,000 ▲6,811,823 ▲6,811,823 ▲6,711,823 ▲6,711,823
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個別注記表

１． 継続企業の前提に関する注記

当社は、2006 年 3 月期に減損会計の適用により多額の当期純損失を計上した結果、

6,711,823 千円の債務超過となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、当該状況を解消すべく、2004 年 2 月 12 日に成立した特定調停における借入

金の返済条項を履行し、経費削減・営業強化等の収支改善に努力しております。その

結果、当期は 1,691,382 千円の営業利益、1,655,975 千円の経常利益を計上しておりま

す。

しかし、債務超過の解消には相当長期間を要すると見込まれるため、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成されており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書には反映し

ていません。

２． 重要な会計方針

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

   棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

貯蔵品･･･総平均法

  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法

定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準

によっています。ただし､建物については 1998 年度の税制改正により耐用年数の

短縮が行われていますが、改正前の耐用年数を継続して適用しています。

②無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法

定額法によっております。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっております。

③リース資産の減価償却方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金･･･一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。

②賞与引当金･･･従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。
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③退職給付引当金･･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

の額に基づき、当期に発生していると認められる額を計上してお

ります。

（４） 収益及び費用の計上基準

土地建物賃貸事業は、大阪府において、保有するオフィスビル及び商業施設等を

賃貸する事業です。当該不動産の賃貸による収益のうち賃料等につきましては、

リース取引に関する会計基準に従い、賃貸借契約期間にわたって「その他の源泉

から生じる収益」として収益を認識しております。

一方、土地建物賃貸事業のうち水道光熱費及びその他の事業の個別費収入等につ

きましては、顧客の利用時に履行義務を充足したとみなし、利用時点で収益を認

識しております。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりで

す。

繰延税金資産 800,670 千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によ

って見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって

影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異な

った場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与え

る可能性があります。

４． 貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額                   79,186,502 千円

（減損損失累計額 49,741,441 千円を含む）

（２）有形固定資産の圧縮累計額               2,893,273 千円

（３）担保に供している資産       現金及び預金    2,372,603 千円

                      建 物        12,322,965 千円

                      土 地        7,182,462 千円

上記に対応する債務       預 り 保 証 金      2,372,603 千円

                   長 期 借 入 金     28,617,160 千円

（1 年内返済予定を含む）

（４）貸借対照表上の契約負債は前受金に 2,408 千円計上しております。

５． 損益計算書に関する注記

    損益計算書上、顧客との契約から生じる収益は、売上高に 1,006,777 千円計上してお

ります。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 4,000,442,225株 －株 －株 4,000,442,225株

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 86,200株 －株 －株 86,200株

７．税効果会計に関する注記

（１） 繰延税金資産の発生の主な原因

減損損失、退職給付引当金及び未払事業税の否認額であります。

（２） 繰延税金負債の発生の主な原因

交際費等の原価算入額であります。

８．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

    ①金融商品に対する取組方針

      当社は、余裕資金の運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、資金

調達については銀行借入による方針です。デリバティブ取引は行っておりません。

    ②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

      現金及び預金のうち、ドル建て定期預金については、金融商品での信用リスク

と為替リスクはありません。

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。これらの借入金の金利は主に 5

年ごとに見直されるため、金利の変動リスクに晒されています。

（２）金融商品の時価等に関する事項

2024 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表

計上額

時価 差額

(1) 長期借入金（※１） (11,476,416) （11,470,031） (▲6,385)

(2) 預り保証金 (6,368,069)   （6,330,126) (▲37,942)

負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

     ※１ 1年内返済予定の長期借入金 1,562,616 千円は、長期借入金に含めて表示し

        ております。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
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レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市

場において形成される当該時価の算定の対象となる資産又

は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル 1
のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて

算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定

した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順

位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、特定調停における借入

金条項に基づく直近の改定利率に市場金利の変動を加味して算定した利率で

割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

(2)預り保証金

預り保証金の時価については、長期借入金と同じ割引率で割り引いて算定

する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。なお、担保を

差し入れているものについては、信用リスクを調整した割引率を利用してお

ります。

(注２)なお、長期借入金のうち将来の返済予定が定まっていないもの（17,140,744

千円）については、上記の表から除いております。

９．賃貸等不動産に関する注記

当社は大阪府において、賃貸用施設（土地を含む）を有しております。賃貸用施設

については、当社が経営管理上使用している部分を含んでおりますが、これを区分す

ることは困難であるため、一括して記載しております。

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

  （単位：千円）

貸借対照表計上額 決算日における時価

19,505,427 27,400,000

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

(注２) 決算日における時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく

金額であります。
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１０．関連当事者との取引に関する注記

法人主要株主                             （単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関連当事者

との関係

取引の内容、

取引金額

科目、

期末残高

主要株主 大阪市 （被所有）

直接99.9％
役員受入

不動産賃貸

資金借入

補助金受入

損失補償
（被補償）

賃貸収入

（注１）

  2,481,515

売掛金

      12,490

補助金収入

（注２）

14,751

未収入金

14,751

預り保証金受入

   1,081

預り保証金返還

－

預り保証金

2,652,539

資金借入

   （注３）－

長期借入金

15,620,500 

損失補償
（被補償）

（注４）

12,996,660

―

    

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社の標準賃料を基に、交渉の上決定しております。

（注２）大阪市の補助金交付要綱に基づき、決定しております。

（注３）借入利率は特定調停の決定に基づいております。

（注４）特定調停の調停条項に基づき、金融機関からの借入金等に対して、金融

機関が担保物件の処分などをしてもなお回収不能が発生した場合、大阪

市が損失額を補償することとなっており、補償料はありません。なお、

取引金額は期末現在の金融機関からの借入残高を計上しております。

１１．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額   ▲ 1 円 68 銭

１株当たり当期純利益       31 銭

１２．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「２．重要な会計方針」注記の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

あります。

１３．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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１４．その他の注記

資産除去債務に関する注記

当社は、大阪市より賃借している土地の一部に施設を建設しており、市有地賃貸借

契約に基づく原状回復義務を有しておりますが、当該施設は事業を継続する上で移設、

撤去が困難であり、将来退去する可能性も極めて低いため、当事業年度においては、

資産除去債務を計上しておりません。

（備考）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。


